
　　　　 契約担当者が指定する日時までに、落札金額に借入期間（��月）を乗じた額の
　　　 ���分の ��以上の金額を納付すること。ただし、次のア又はイのいずれかに該当す
　　　 るときは、契約保証金の納付を免除する。
　　 ア　 契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保
　　　 険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を提出したとき。
　　 イ　 過去 �年の間に国（公団を含む。）又は地方公共団体とこの入札に付する事項と�
　　　 種類及び規模をほぼ同じくする契約を �回以上にわたって締結し、かつ、これらを
　　　 誠実に履行したことを証する書面を提出したとき（その者が、契約を履行しないこ
　　　 ととなるおそれがないと認められるときに限る。）。
　（４）　 無効の入札
　　　　 本公告に示した競争入札参加資格のない者のした入札、入札者に求められる義務
　　　 を履行しなかった者のした入札その他入札説明書に記載する無効の入札に該当する
　　　 入札は、無効とする。
　（５）　 落札者の決定の方法
　　　　 有効な入札書を提出した者で、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申
　　　 込みをした者を落札者とする。
　（６）　 最低制限価格
　　　　 設定しない。
　（７）　 契約書作成の要否
　　　　 要
　（８）　 その他詳細は、入札説明書による。
　（９）　 この調達は、世界貿易機構（���）に基づく政府調達に関する協定の適用を受�
　　　 ける。
７　 �������
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熊本県公告第 668 号
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子　　　
１　 競争入札に付する事項
　（１）　 委託業務名称
　　　　 熊本県文書管理システム開発業務　
　（２）�委託業務の特質等
　　　　 入札説明書による。
　（３）　 業務委託期間
　　　　 契約締結の日から平成 ��年 �月 ��日（月）まで
　　　　 ただし、パッケージソフトを使って開発を行う場合、そのパッケージソフトにつ
　　　 いては使用許諾契約によるものとし、その期間は平成 ��年 �月 �日（土）から平成
　　　 ��年 �月 ��日（水）までとする。
　（４）　 納入場所　 熊本県庁内の県が指定する場所
　（５）　 落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の �パーセントに
　　　 相当する額を加算した金額（当該金額に �円未満の端数があるときは、その端数金
　　　 額を切り捨てた額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費
　　　 税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金
　　　 額の ���分の ���に相当する金額を入札書に記載すること。
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　　　　 なお、入札書に記載する金額については、パッケージソフト使用許諾料を含むも
　　　 のとする。
２　 競争入札参加資格
　　 平成 ��年熊本県告示第 ���号により入札参加資格を有すると決定された者であること。
３　 契約条項を示す場所等
　（１）�契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
　　　　 熊本県総務部私学文書課文書係（熊本県庁行政棟本館 �階）
　　　　 郵便番号 ���‐����　 熊本市水前寺六丁目 ��番１号
　　　　 電話番号 ���‐���‐����　 内線 ����
　（２）　 入札説明書及び仕様書等の交付期間及び方法
　　　 ア　 期間
　　　　　 平成 ��年 �月 ��日（金）から平成 ��年 �月 ��日（金）までのそれぞれの日
　　　　（県の休日を除く。）の午前 �時 ��分から午後 �時まで
　　　 イ　 方法
　　　　　 ３の（１）の担当課へ直接申し込むこと。
　（３）　 入札説明会の日時及び場所
　　　 ア　 日時
　　　　　 平成 ��年 �月 ��日（水）午後 �時から �時まで
　　　 イ　 場所
　　　　　 熊本県庁行政棟本館地下 �階入札室
　（４）　 入札及び開札の日時及び場所
　　　 ア　 日時
　　　　　 平成 ��年 �月 ��日（月）　 午後 �時から
　　　 イ　 場所
　　　　　 熊本県庁行政棟本館地下 �階入札室
　　　 ウ　 入札書の提出方法
　　　　　 ３の（４）記載の入札場所に持参するものとする。ただし、持参できないとき
　　　　 は、３の（１）記載の場所に入札日の正午までに必着するよう郵送（書類郵便に
　　　　 限る。）すること。
４　 入札に関する事務を担当する部局の名称
　　 熊本県総務部私学文書課文書係（熊本県庁行政棟本館 �階）
　　 郵便番号 ���‐����　 熊本市水前寺六丁目 ��番１号
　　 電話番号 ���‐���‐����　 内線 ����
５　 その他
　（１）　 入札契約手続等において使用する言語及び通貨
　　　　 日本語及び日本国通貨とする。
　（２）　 入札保証金
　　　　 入札に参加しようとする者は、入札執行の際に見積もった契約希望金額の ���分
　　　 の５以上の金額を３の（４）の入札の日時までに納付すること。ただし、次のア又
　　　 はイのいずれかに該当する場合には、入札保証金の納付が免除される。
　　　 ア　 入札に参加しようとする者が、入札保証金以上の金額につき、保険会社との間
　　　　 に県を被保険者とする入札保証保険契約を締結し、当該入札保証保険契約に係る
　　　　 保険証券を提出したとき。
　　　 イ　 入札に参加しようとする者が、過去 �年の間に国（公団を含む。）又は地方公
　　　　 共団体とこの入札に付する事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上
　　　　 にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行したことを証する書面を提
　　　　 出したとき（その者が落札した場合において、契約を締結しないこととなるおそ
　　　　 れがないと認められるときに限る。）。
　（３）　 契約保証金
　　　　 契約担当者が指定する日時までに、契約金額の ���分の ��以上の金額を納付する
　　　 こと。
　　　　 ただし、次のア又はイのいずれかに該当する場合には、契約保証金の納付が免除
　　　 される。
　　　 ア　 契約しようとする者が、保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契
　　　　 約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を提出したとき。
　　　 イ　 契約しようとする者が、過去 �年の間に国（公団を含む。）又は地方公共団体
　　　　 とこの入札に付する事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を �回以上にわ
　　　　 たって締結し、かつ、これらをすべて誠実に履行したことを証する書面を提出し
　　　　 たとき（その者が、契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるとき
　　　　 に限る。）。
　（４）　 入札の無効
　　　　 次のいずれかに該当する入札は、無効とする。
　　　 ア　 競争入札に参加する資格を有しない者のした入札
　　　 イ　 委任状を提出しない代理人のした入札
　　　 ウ　 所定の入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付し、又は提出しない者の
　　　　 した入札
　　　 エ　 記名押印を欠く入札
　　　 オ　 金額を訂正した入札
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　　　 カ　 誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札
　　　 キ　 明らかに連合によると認められる入札
　　　 ク　 同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は �人以上の代理をした者の
　　　　 入札
　　　 ケ　 �以上の意思表示をした入札
　　　 コ　 民法（明治 ��年法律第 ��号）第 ��条に基づく錯誤による入札であると入札執
　　　　 行者が認めた場合の入札
　　　 サ　 その他入札に関する条件に違反した入札
　（５）　 落札者の決定の方法
　　　　 有効な入札書を提出した者で、予定価格の範囲内で最低の価格をもって申込みを
　　　 した者を落札者とする。
　　　　 なお、文書管理システム開発業務とパッケージソフト使用許諾の各契約額につい
　　　 ては、落札価格を本県が積算したシステム開発費とパッケージソフト使用許諾料の
　　　 それぞれの算定基礎の割合で按分した額とする。ただし、本県の算定基礎の割合は、
　　　 入札説明書に明記するものとする。
　（６）　 最低制限価格
　　　　 設定しない。
　（７）　 契約書作成の要否
　　　　 要
　（８）�契約締結の期限
　　　　 平成 ��年 ��月 �日（月）
　（９）　 その他詳細は、入札説明書による。
６　 �������
　（１）　���������	�
��������
��������������������
　　　　 ����������	
��
����
��������
���������������	
���
	
����	

　　　　 ��������	
����
�	�	��
������

���	��������
　（２）　������������	
���
�����	��	�������
�����������	�
���

　　　　 �������������������������
　（３）　���������	
�����
��������
　　　　 ����������	�������������������
　　　　 ��������		�
��
���������������	�
����������	��
�
　　　　�����������	
�
���	�
������

　（４）　����������	����
����	��
��	������������������		
�
������
������		�
��
　　　　 �������������������		�
�����
�������������������	
�
���	�

　　　　 ����������	�����������	
���
�����������	�
������������	
�
���	

����������	
�
�
　　　　 ��������	
	��������������	


熊本県公告第 669 号
　次の河川に係る河川整備計画を定めたので、河川法（昭和 ��年法律第 ���号）第 ��条
の �第 �項の規定により、次のとおり公表する。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県知事　 潮　 谷　 義　 子
１　 河川名　 一級河川白川
２　 河川整備計画の公表場所
　　 国土交通省熊本工事事務所　 調査一課、白川出張所、緑川下流出張所、熊本維持出張
　　 所
　　 国土交通省立野ダム工事事務所
　　 熊本県土木部河川課、熊本土木事務所、熊本農政事務所
　　 大津町役場、阿蘇町役場、白水村役場
　　 熊本市役所　 南部市民センター、東部市民センター、龍田市民センター、西部市民セ
　　 ンター、大江市民センター、秋津市民センター、幸田市民センター、清水市民セン　
　　 ター、託麻市民センター、花園市民センター、北部総合支所、飽田総合支所、河内総
　　 合支所、天明総合支所
３　 公表期間
　　 平成 ��年 �月 ��日から平成 ��年 �月 ��日まで

　登載依頼

熊本県警察本部公告第 651 号
　地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成 �年政令第 ���
号）第 ��条の規定に基づき、次のとおり公告する。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県警察本部長　 折　 田　 康　 徳　　　
１　 落札に係る名称及び数量
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　（１）�熊本県警察統合 ��システム用パソコン　 ����台
　（２）�熊本県警察統合 ��システム用プリンタ　 ���台
　（３）�熊本県警察統合 ��システム用関連機器　 一式
２　 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地
　　 熊本県警察本部警務部情報管理課　 熊本市水前寺六丁目 ��番 �号
３　 落札を決定した日
　　 平成 ��年 �月 �日
４　 落札者の氏名及び住所
　　 日本電子計算機株式会社　 東京都千代田区丸の内三丁目 �番 �号
５　 落札金額
　　 ���������円（うち消費税及び地方消費税の額 �������円）
６　 契約の相手方を決定した手続き
　　 一般競争入札
７　 一般競争入札の公告を行った日
　　 平成 ��年 �月 ��日

　学校教育法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県教育委員会委員長　 今　 村　 潤　 子　　　
熊本県教育委員会規則第 16 号
　　　 学校教育法施行細則の一部を改正する規則
　学校教育法施行細則（昭和 ��年熊本県教育委員会規則第 ��号）の一部を次のように改
正する。
　第 ��条の見出し中「盲者等」を「盲学校等への就学」に改める。
　第 ��条中「盲者、聾者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者」を「盲学校、聾学校又
は養護学校への就学」に、「医師の診断書」を「経緯の説明書（別記第 �号様式の �）」に
改める。
　第 ��条中「盲者、聾者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者」を「盲者等」に改め、
「又は養護学校の校長は、」の次に「速やかに、」を加える。
　別記第 �号様式中「盲（聾、養護）」を「（盲・聾・養護）」に改める。
　別記第 �号様式の次に「別記第 �号様式の �」を加える。
　別記第 �号様式中「盲（聾・養護）」を「（盲・聾・養護）」に、「盲者等」を「（盲者・
聾者・知的障害者・肢体不自由者・病弱者）」に改める。
　　　 附　 則
　この規則は、平成 ��年 �月 �日から施行する。
別記第 �号様式の �

　熊本県立特殊教育学校学則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県教育委員会委員長　 今　 村　 潤　 子　　　
熊本県教育委員会規則第 17 号
　　　 熊本県立特殊教育学校学則の一部を改正する規則
　熊本県立特殊教育学校学則（昭和 ��年熊本県教育委員会規則第 �号）の一部を次のよう
に改正する。
　第 ��条の見出し中「盲者」を「盲学校」に改める。
　第 ��条の �第 �項中「盲者、聾者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者」を「盲者
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（盲・聾・養護）学校就学該当者と判断した経緯の説明書

　上記の経緯により、本教育委員会において、（盲・聾・養護）学校に就学させるべきものであると判

断しました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　教育委員会名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　熊本県教育委員会　様

　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日生　性別　氏名

障害名

判断した経緯

　１　障害の状況

　２　専門医等の意見

　３　保護者の考え・要望

　４　就学指導委員会の意見

　５　市町村の教育委員会の判断



等」に改める。
　第 ��条の �第 �項中「盲者、聾者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者」を「盲者
等」に改める。
　第 ��条の �の次に次の一条を加える。
　（認定就学者と思料するものの通知）
第 ��条の �　 施行令第 �条の �第 �項の規定による委員会に対する当該学齢児童又は学齢
　生徒の在学する特殊教育学校の校長からの認定就学者として小学校又は中学校に就学す
　ることが適当であると思料するものの通知は、通知書（第 �号様式の �）をもってする。
２　 施行令第 �条の �第 �項の規定による当該学齢児童又は学齢生徒の住所の存する市町
　村の教育委員会に対する委員会からの認定就学者として小学校又は中学校に就学するこ
　とが適当であると思料するものの通知は、通知書（第 �号様式の �）をもってする。
　第 �号様式中「（盲、聾、養護）」を「（盲・聾・養護）」に、「殿」を「様」に、「就学
すべき盲者等」を「盲学校等に就学すべきもの」に、「である。」を「です。」に、「遺憾の
ないよう措置されたい。」を「適切に処理されるようお願いします。」に改める。
　第 �号様式中「殿」を「様」に、「盲学校、聾学校又は養護学校に就学すべき者」を
「（盲・聾・養護）学校に就学すべきもの」に、「遺憾のない」を「適切に処理される」に
改める。
　第 �号様式中「殿」を「様」に、「（盲、聾、養護）」を「（盲・聾・養護）」に、「盲者
等」を「（盲者・聾者・知的障害者・肢体不自由者・病弱者）」に改める。
　第 �号様式の次に「第 �号様式の �」を加える。
　第 �号様式中「殿」を「様」に、「盲者等」を「（盲者・聾者・知的障害者・肢体不自由
者・病弱者）」に、「小（中）学校」を「（小学校・中学校）」に、「遺憾のない」を「適切
に処理される」に、「盲（聾、養護）」を「（盲・聾・養護）」に改める。
　第 �号様式の次に「第 �号様式の �」を加える。
　　　 附　 則
　この規則は、平成 ��年 �月 �日から施行する。
（第 �号様式の �）
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（ 文　 書　 番　 号）

平成　　年　　月　　日

　熊本県教育委員会　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県立○○（盲・聾・養護）学校長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　　　　　　名　□印�

　　　認定就学者と思料するものについて（通知）

　このことについて、下記のとおり通知します。

記

保護者児童（生徒）区　　分

　　氏　　名

　　住　　所

　続柄　生年月日

　認定就学者と思料するものの障害の種類

認定就学者と思料する理由
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（第 �号様式の �）

熊本県就学前教育振興対策協議会公告第 2 号
　第 �回熊本県就学前教育振興対策協議会の会議を、次のとおり開催する。
　なお、当該会議の傍聴手続きは、次のとおり。
　　 平成 ��年 �月 ��日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 熊本県教育長　 田　 中　 力　 男
１　 開催日時
　　 平成 ��年 �月 ��日（水）
　　 午後 �時 ��分から午後 �時まで
２　 開催場所
　　 熊本市水前寺一丁目 ��番 ��号
　　 水前寺共済会館
３　 議題
　（１）　 熊本県就学前教育振興プラン（案）について
　　　 ・現在実施している事業の評価について
　　　 ・アンケート結果及び分析について
　　　 ・施策の方向性及び具体的施策について
４　 傍聴者の定員
　　 ��人
５　 傍聴手続
　（１）　 傍聴希望者は、会議の開催予定時刻までに、当該会議の会場において、事務局の
　　　 指示により、会議の会場に入ることができる。
　（２）�傍聴の手続は、先着順で行い、定員になり次第終了する。
６　 問い合わせ先
　　 熊本県就学前教育振興対策協議会事務局（熊本県教育庁義務教育課）
　　（電話 ������������　 内線 ����）

平成 14年 8月 21日　水曜 熊 本 県 公 報 第 1  0  8  7  7号

（ 文　 書　 番　 号）

平成　　年　　月　　日

　（市町村）教育委員会　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　熊本県教育委員会　□印�

　　　認定就学者と思料するものについて（通知）

　このことについて、下記のとおり通知します。

記

保護者児童（生徒）区　　分

　　氏　　名

　　住　　所

　続柄　生年月日

　認定就学者と思料するものの障害の種類

認定就学者と思料する理由
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